
論文 積分型非局所損傷理論を適用したファイバーモデルによる RC 部材解

析 
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要旨：RC 部材のファイバーモデル解析において，変位ならびにひずみの要素寸法依存性を

低減させるために，空間平均化された非局所ひずみを定義する積分型非局所損傷理論を適用

した。一軸圧縮解析を行い，材料固有の解析パラメータの同定を試みた。次に，そのパラメ

ータを用いて，曲げ圧縮破壊実験結果との比較によりその適用性について検討した。その結

果，要素寸法に依存しない変位ならびにひずみが再現されることが明らかになった。 
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 一般的に用いられている局所理論においては，

局所応力は局所点の力学的情報によって規定さ

れている。それに対し，非局所理論は，局所応

力が局所点だけでなく周囲の点の力学的情報に

も依存することが特徴である。非局所理論とし

ては積分型理論，勾配理論，Cosserat理論などが

知られているが，本研究では積分型非局所理論

を用い，その適用性を検討した。積分型理論に

おいて，非局所ひずみε nonlocalは，材料固有定数

である特性長さ l を定義し，局所ひずみ* ε local

を式(1)に示すように重み関数を考慮して空間積

分領域で平均化(非局所化)することで求めるこ

とができる。なお，ファイバーモデルにおいて

は，ひずみは軸ひずみのみが対象となるので,  

1. はじめに 

RC構造物の性能照査の際には，ポストピー

ク挙動ならびにポストピーク領域で生じる損

傷度を適切に評価することが可能な，信頼で

きる非線形解析手法が要求される。しかし，

ひずみ軟化材料を仮定し離散化手法を用いた

RC構造の解析では，ポストピーク領域におい

てひずみの局所化が生じ，変位ならびにひず

みが要素寸法に依存する問題が発生する。こ

のことが実用的にポストピーク領域の解析を

行う際の大きな問題点となっている。一方，

RC構造物の非線形解析手法としては，簡便性

と利便性を兼ね備えていることから，性能照

査手法としてファイバーモデルの幅広い活用

が期待されている。 非局所化は軸方向のみに対して行った。 

そこで本研究では，ファイバーモデルに積

分型非局所損傷理論 1)を適用して，一軸圧縮解

析および曲げ解析を行い，非局所理論に基づ

く解析によるポストピーク挙動の評価の可能

性について検討した。 

ηηεηβε dxx localLnonlocal )(),()( ∫=  

ここで， Lは平均化領域で，平均化する領域が

解析領域内の場合は l となる。ηは平均化する

領域内での座標，β(x,η)は重み関数であり，本

研究では double nonlocal operator 

*

2)と呼ばれる式

(2)により定義した。  

 

2. 解析理論 

2.1 積分型非局所損傷理論 
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式(5)で表される。 
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また，応力は，損傷理論に基づき式(3)より求

られる。 

localnonlocal E εσ 0)1( Ω−=  

ここで，Ωは，0から 1の値を持つ損傷パラメ

タであり，単調増加関数である。本研究では

を非局所量として定義する。E0 は初期弾性係

である。 

2.2 材料モデル 

コンクリートの圧縮応力の算定は Saenz の

力―ひずみ曲線に基づき損傷パラメータΩを

義することで行った。Saenz の式を式(4)で示
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ここで，σc は最大応力，εc は最大応力時

ひずみ，σf，εfは最大応力以降の曲線上の任

点の座標である。 

 応力―非局所ひずみ関係が式(4)と等しくな

ように仮定すると，非局所損傷パラメータΩ

図－１ 一軸圧縮試験載荷装置および断面
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め 3. 一軸圧縮解析および材料固有定数の同定 

3.1 解析概要 

 非局所理論に用いる特性長さおよび応力―非
)
(3

局所ひずみ関係は，材料固有の値として与える

必要がある。引張応力下のコンクリートに対し

ては，特性長さは骨材寸法の約 3 倍で与えるな

どの提案 3)がある。一方，圧縮応力下に対しては

ひずみの局所化領域がかなりの広がりを持つな

ど，引張応力下よりメカニズムが複雑と考えら

れるため，現在まで特性長さは明らかにされず，

また応力―非局所ひずみ関係も明らかになって

いないのが現状である。そこで，本研究ではパ

ラメトリック解析を行い，一軸圧縮試験結果 4)

との比較から材料固有定数である特性長さ，応

力－非局所ひずみ関係を同定した。なお，応力

－非局所ひずみ関係の同定は，軟化挙動を定義

する(εf，σf)を変化させることで行った。 

ー

Ω

数

応

定

す。 

(4)
比較の対象とした一軸圧縮試験は，図－１に

示す円柱供試体の断面内部に著者らが提案した

アクリル棒を用いる方法でコンクリートの局所

ひずみ分布の進展を測定したものであり，今回

は表―１に示す形状，寸法が異なる 2 通りの供

試体で解析を行った。なお，解析は一次元要素

を 40要素に等分割して行い，実験でひずみが最

も進展する位置の要素の剛性を 5％減少させて

の

意

る

は 

 

 

 

 

圧縮強度
(MPa)

直径
(mm)

高さ
(mm)

Case 1. 20.0 100 500

Case 2. 20.0 150 300

表－１ 材料諸元 
 

Deformed Acrylic Bar

Wire Strain Gauge

Deformation Transducers

Loading Plate, Fixed

Loading Plate

Friction Reducing Pad

Deformed Acrylic Bar

Wire Strain Gauge

Deformation Transducers

Loading Plate, Fixed

Loading Plate

Friction Reducing Pad
内部のアクリル棒
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弱点とすることで局所化の起点となるようにし

3.

が原因と考えられる。

し

に示す。図－３より，同定された関

が原因と考えられる。

し

に示す。図－３より，同定された関

区間として現れると考えられる。一方，Case 2 

においては，局所化の起点となる要素を上端部

に設定したが，局所ひずみ分布は図－２(b)に示

すように供試体中央位置に移動する結果となっ

た。他の位置に弱点を設定した解析も行ったが，

いずれも同じ結果となり，これは供試体の高さ

が特性長さよりも短いこと

区間として現れると考えられる。一方，Case 2 

においては，局所化の起点となる要素を上端部

に設定したが，局所ひずみ分布は図－２(b)に示

すように供試体中央位置に移動する結果となっ

た。他の位置に弱点を設定した解析も行ったが，

いずれも同じ結果となり，これは供試体の高さ

が特性長さよりも短いこと

た。 

2 解析結果 

パラメトリック解析を行った結果として，特

性長さ
*l =450(mm)，(εf,σf)=(0.008, 0.3σc)を仮

定したときのCase1,Case2それぞれにおける荷重

変位関係および局所ひずみ分布の進展を図－２

に示す。局所ひずみ分布は荷重ピーク時および かし，局所ひずみの値としては実験値とほぼ

同等の結果が得られた。 

荷重変位関係については Case 1, Case 2ともに

ポストピーク領域における実験値の挙動をおお

よそ捉えている。以上のことより，圧縮応力下

での特性長さおよび応力ひずみ関係が同定され

たといえる。なお，同定された (εf,σf)を用いた

応力－局所ひずみ関係およびKent and Park モデ

ルを図－３

かし，局所ひずみの値としては実験値とほぼ

同等の結果が得られた。 

荷重変位関係については Case 1, Case 2ともに

ポストピーク領域における実験値の挙動をおお

よそ捉えている。以上のことより，圧縮応力下

での特性長さおよび応力ひずみ関係が同定され

たといえる。なお，同定された (εf,σf)を用いた

応力－局所ひずみ関係およびKent and Park モデ

ルを図－３

変位が 2(mm),3(mm),4(mm)時について示した。 

 図－２(a)より，Case 1の局所ひずみ分布にお

いてポストピークでの局所化領域の広がりが確

認され，実験値とほぼ同等の分布性状が示され

た。また，局所ひずみが増加していく領域長さ

はおよそ 250(mm)ということが示され，実験と

同様の結果となった。このことから，今回の解

析ではひずみの局所化領域は特性長さより短い

m)ということが示され，実験と

同様の結果となった。このことから，今回の解

析ではひずみの局所化領域は特性長さより短い

10000 20000

100

200

300

400

500

0
Strain ( μ )

L
oc

at
io

n 
( m

m
 )

1 2 3 4

50

100

150

0

L
oa

d 
( k

N
 )

Displacement ( mm )

 Test Result
 Analysis

10000 20000

100

200

300

400

500

0
Strain ( μ )

L
oc

at
io

n 
( m

m
 )

1 2 3 4

50

100

150

0

L
oa

d 
( k

N
 )

Displacement ( mm )

 Test Result
 Analysis

 

         荷重変位関係           局所ひずみ分布の進展 

(a) Case 1 
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                荷重変位関係           局所ひずみ分布の進展  

(b) Case 2 

図－２ 荷重変位関係および局所ひずみ分布の進展 
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図－３ 同定された応力ひずみ関係 

係は既往の応力―ひずみ関係とほぼ同様のもの

ずみの進展を断面上端から 25(mm)，

m)の高さ位置で，固定端から

。 

)，

m)の高さ位置で，固定端から

。 

である。 

 

4. 曲げ破壊する RC はりの解析 

4.1 実験概要 

3章で同定されたパラメータを用いてRC部材へ

の適用を試みた。解析は図－４に示す諸元を有

する曲げ圧縮破壊するRC片持ちはり 5)を対象と

した。この実験での計測データは荷重変位関係

だけでなく，図－５のように一軸圧縮試験と同

様にアクリル棒を用いる方法で，コンクリート

の圧縮ひ

60(mm)，90(m60(mm)，90(m

450(mm) までの区間で 50(mm)間隔で計測して

いる。 

4.2 解析結果 

 解析は，ファイバーモデルにより断面を 40 等

分割し，部材軸方向に 25(mm)，50(mm)，100(mm)

の要素寸法で等分割した3通りで行った。また，

圧縮破壊エネルギー4)を考慮した応力ひずみ関

係を用いた局所理論に基づく解析(以後，破壊エ

450(mm) までの区間で 50(mm)間隔で計測して

いる。 

4.2 解析結果 

 解析は，ファイバーモデルにより断面を 40 等

分割し，部材軸方向に 25(mm)，50(mm)，100(mm)

の要素寸法で等分割した3通りで行った。また，

圧縮破壊エネルギー4)を考慮した応力ひずみ関

係を用いた局所理論に基づく解析(以後，破壊エ

ネルギー解析)および式(4)に 3章で同定した定数

(εf,σf)=(0.008, 0.3σc)を用いた局所理論に基づ

く解析(以後，局所理論解析)の結果も併せて示す

ネルギー解析)および式(4)に 3章で同定した定数

(εf,σf)=(0.008, 0.3σc)を用いた局所理論に基づ

く解析(以後，局所理論解析)の結果も併せて示す

 図－６に解析および実験より得られた荷重変

位関係を示す。局所理論解析では，要素寸法が

小さくなるほど最大荷重時の変位の値が小さく 

なり，ポストピーク挙動に急激な低下が見られ

た。一般に軟化を有する材料モデルを用いた有

限要素解析では，ひずみが一要素に集中する局

所化が生じる。本解析結果においても同様に局

所化が発生し，要素寸法が小さいほど局所化す

る要素で吸収されるエネルギーが小さくなり，

荷重変位曲線は脆性的挙動を示し，実験値を評

価できないとともに要素寸法依存性が現れてい

る。一方，圧縮破壊エネルギーを考慮して要素

寸法に応じた応力ひずみ関係を適用する破壊エ

ネルギー解析においては，要素寸法によらずほ

ぼ同様な荷重変位曲線が得られた。このことか

ら圧縮破壊エネルギーを考慮することにより， 図－６に解析および実験より得られた荷重変

位関係を示す。局所理論解析では，要素寸法が

小さくなるほど最大荷重時の変位の値が小さく 

なり，ポストピーク挙動に急激な低下が見られ

た。一般に軟化を有する材料モデルを用いた有

限要素解析では，ひずみが一要素に集中する局

所化が生じる。本解析結果においても同様に局

所化が発生し，要素寸法が小さいほど局所化す

る要素で吸収されるエネルギーが小さくなり，

荷重変位曲線は脆性的挙動を示し，実験値を評

価できないとともに要素寸法依存性が現れてい

る。一方，圧縮破壊エネルギーを考慮して要素

寸法に応じた応力ひずみ関係を適用する破壊エ

ネルギー解析においては，要素寸法によらずほ

ぼ同様な荷重変位曲線が得られた。このことか

ら圧縮破壊エネルギーを考慮することにより，

 図－４ 曲げ圧縮破壊試験供試体およびその断面  図－５ 断面内部に埋め込まれたアクリル棒
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変位の要素寸法依存性が低減されていることが

分かる。それに対し，非局所理論解析では，要

素寸法によらない唯一の応力―非局所ひずみ関

係を用いてもほぼ同様の荷重変位関係が得られ

ることが示された。 

 図－７および図－８にコンクリート圧縮縁上

端より 25(mm)の位置における，最大荷重前 90％

および最大荷重後 90％，70％での実験値，非局

所理論解析ならびに破壊エネルギー解析で得ら

れた局所ひずみ分布を示す。破壊エネルギー解

析ではポストピーク領域に入ると局所化が生じ，

ひずみの要素寸法依存性が発生し，その分布性

状は実験値と明らかに異なることが分かる。こ

のことは，破壊エネルギー解析においては，荷
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図－７ 非局所理論解析における各荷重段階の局所ひずみ分布 
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図－８ 破壊エネルギー解析における各荷重段階の局所ひずみ分布 

図－９ コンクリート圧縮縁上端から 60(mm)の位置での局所ひずみ分布 
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図－10 コンクリート圧縮縁上端から 90(mm)の位置での局所ひずみ分布 
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重変位関係については要素寸法に依存しない解

が求められるが，ひずみは要素寸法に依存する

た

状が示された。これらの結果から

みが増加していく領域が，用いた特性長さ

りも短い 300(mm)前後であることが

 

局所化領域は実験とほぼ同じ範囲で

現

は局所理論では困難であり，非局

理論の適用が必要であることを意味する。ま

が増加していく領域を表現すること

がで
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